
 

 

 

 

いちばんに相談したい銀行 

 

 

 

２０２４年１２月１０日 

各位 
名古屋市中区栄三丁目 33番 13号 

               株 式 会 社 中 京 銀 行 
 

 

名古屋鉄道株式会社への 

中京サステナビリティ・リンク・ローンの実行について 

 

株式会社中京銀行（頭取 小林 秀夫）は、名古屋鉄道株式会社（本社 愛知県名古屋市、

代表取締役社長 髙﨑 裕樹）に対し、サステナビリティ・リンク・ローン（以下、ＳＬ

Ｌ）を下記の通り実行しましたのでお知らせします。 

ＳＬＬは、お客さまがＳＤＧｓやＥＳＧに関連する経営目標を定め、その達成度に応じ

て金利引下げ等のインセンティブを受けられる融資商品です。 

当行は、今後もお客さまのサステナビリティ経営へのサポートを通じて、お客さまの

企業価値向上と持続可能な地域社会の実現に貢献してまいります。 

記 

１．融資概要 

契約締結日 ２０２４年１２月１０日（火） 

融 資 期 間 ７年 

資 金 使 途 運転資金 

 

２．ＫＰＩおよびＳＰＴｓの概要 

 ＫＰＩ※1 ＳＰＴｓ※2 

① 

名鉄グループ全体（名古屋鉄道および

その連結子会社）の CO₂排出量 

（Scope1＋2）の削減率（％） 

名鉄グループ全体（名古屋鉄道および

その連結子会社）の CO₂排出量 

（Scope1＋2）を 2030年度までに 

2020年度比 25.0％削減 

② 
名古屋鉄道の鉄軌道事業の CO₂排出量 

（Scope1＋2）の削減率（％） 

名古屋鉄道の鉄軌道事業の CO₂排出量 

（Scope1＋2）を 2030年度までに 

2013年度比 46.0％削減 

※1 キー・パフォーマンス・インディケーター（重要業績評価指標）の略称。 

※2 サステナビリティ・パフォーマンス・ターゲットの略称。 



 

 

３．名古屋鉄道株式会社の概要 

本社所在地 名古屋市中村区名駅一丁目２番４号 

代 表 者 髙﨑 裕樹 

事 業 内 容 鉄軌道事業、開発事業 

創業年月日 １８９４年６月２５日 

 

４．サステナビリティ・リンク・ローンについて 

 国際的な指針である「サステナビリティ・リンク・ローン原則」に基づいたＳＤＧｓや

ＥＳＧに関連した目標（サステナビリティ・パフォーマンス・ターゲット、以下「ＳＰＴｓ」）

を設定し、その達成状況について年に１回のモニタリングを行い、達成時には金利の引き

下げ等のインセンティブを受けられる融資商品です。 

  設定するＳＰＴｓは、その妥当性について株式会社格付投資情報センターによるセカ 

ンドオピニオンを取得しています。 

 

【記念盾贈呈式の様子】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名古屋鉄道株式会社             株式会社中京銀行 

執行役員                  執行役員  

財務部長 川津 智典            名古屋営業部長 五味 久典 

 

以 上 

 

 



 

    

   セカンドオピニオン 
 

 

株式会社格付投資情報センター   Copyright(C) 2024 Rating and Investment Information, Inc. All rights reserved. 
 

〒101-0054 東京都千代田区神田錦町三丁目２２番地テラススクエア     （お問い合わせ）サステナブルファイナンス営業部  TEL 03-6273-7408 
セカンドオピニオンは、企業等が環境保全および社会貢献等を目的とする資金調達のために策定するフレームワークについての公的機関または民間団体等が策定する当該資金調達

に関連する原則等との評価時点における適合性に対する R&I の意見であり、事実の表明ではありません。また、R&I は、適合以外の事柄につき意見を表明するものではなく、資金調

達の目的となる成果の証明、投資判断や財務に関する助言や、投資の是非等の推奨をするものではありません。R&I は、セカンドオピニオンに際し関連情報の正確性等につき独自の

検証を行っておらず、これに関し何ら表明も保証もいたしません。R&I は、セカンドオピニオンに関連して発生する損害等につき、何ら責任を負いません。セカンドオピニオンは、

原則として発行体から対価を受領して実施したものです。なお、詳細につき本稿末尾をご覧下さい。 
 

 1/10 

名古屋鉄道株式会社 
2024 年 12月 10 日 

 

サステナビリティ・リンク・ローン   
サステナブルファイナンス本部 

担当アナリスト：安生 琢 

 

格付投資情報センター（R&I）は名古屋鉄道のサステナビリティ・リンク・ローン（貸付人：中京銀行）が、以下の原

則に適合していることを確認した。 

 

 

 

■KPI 

KPI①：名鉄グループ全体の CO2排出量（Scope1+2）の削減率（%） 

KPI②：鉄軌道事業の CO2排出量（Scope1+2）の削減率（%） 

■SPTs 

SPT①：名鉄グループ全体の CO2排出量（Scope1+2）を 2030年度までに 2020年度比 25.0%削減 

 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度 

Scope1+2削減率（%） 10.0 12.5 15.0 17.5 20.0 22.5 25.0 

※上記表は 2020年度実績と 2030年度目標の線形補間により算出したもの 

 

SPT②：鉄軌道事業の CO2排出量（Scope1+2）を 2030年度までに 2013年度比 46.0%削減 

 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度 

Scope1+2削減率（%） 29.8 32.5 35.2 37.9 40.6 43.3 46.0 

※上記表は 2013年度実績と 2030年度目標の線形補間により算出したもの 

 

 

 

サステナビリティ・リンク・ローン原則（2023、LMA等） 

サステナビリティ・リンク・ローンガイドライン（2024、環境省） 
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1. 資金調達者の概要 

 名古屋鉄道は、愛知県と岐阜県を中心に事業展開している 1894

年創業の鉄道会社。鉄道・バス・タクシーの交通事業を軸に、運送

や不動産、流通、レジャー・サービス、航空関連サービスなど幅広い

事業を手掛ける。 

 主力の鉄軌道事業は、豊橋駅～名鉄岐阜駅の名古屋本線を中心

に中部圏で 400 ㎞超の路線網を展開しており、地域の交通ネットワ

ークを支えている。また、中部国際空港への唯一の鉄道アクセスも

担っている。賃貸業が主軸の不動産事業は、拠点駅周辺に多くの

物件を有する。名鉄運輸グループによる混載便のトラック運送は、

全国に拠点、営業基盤を持つ。  

［出所：名古屋鉄道 ウェブサイト］ 

 名古屋鉄道グループ（以下、名鉄グループ）では『地域価値の向上に努め、永く社会に貢献する』を使命とし

ている。持続的な成長と企業価値の向上を目的に、2024 年 3 月には「経営ビジョン」を新たに策定し、

「2040年のありたい姿」や中長期経営戦略、中期経営計画（2024～2026年度）も公表した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

［出所：名古屋鉄道 ウェブサイト] 

 

 

 

 

 

 

 

[出所：名古屋鉄道 中期経営計画] 
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2. KPI の選定 

KPIは資金調達者のビジネス全体にとって関連性があり、中核的かつ重要で高い戦略的意義を持つ。KPIの選

定は適切である。 

(1) KPIの概要 

 KPI①：名鉄グループ全体の CO2排出量（Scope1+2）の削減率（%） 

＜定義＞                                                           

名古屋鉄道およびその連結子会社で排出されるエネルギー起源の Scope1+2。各事業の活動量に当該年

度の排出係数を乗じて算出される。対象となるエネルギーは原則として省エネ法に基づいたもので、ガソリ

ン、ジェット燃料、灯油、軽油、A重油、B・C重油、液化石油ガス（LPG）、液化天然ガス（LNG）、石炭、都市

ガス（CNG含む）、電気、蒸気、熱（温水）、熱（冷水）である。 

 

 KPI②：鉄軌道事業の CO2排出量（Scope1+2）の削減率（%） 

＜定義＞                                                           

名古屋鉄道の鉄軌道事業で排出されるエネルギー起源の Scope1+2。同事業の活動量に当該年度の排出

係数を乗じて算出される。 

 

(2) KPIの重要性 

【KPI①・②】 

 名鉄グループは 2021年にサステナビリティ基本方針を策定し、持続可能な社会の実現を目指すことを宣言

している。同年には名古屋鉄道の社長を委員長、経営戦略部総括役員および ESG に関係する部署の担当

役員を委員とする ESG 推進委員会を設置した。同委員会ではグループ全体のサステナビリティに関する取り

組みを検討・推進するとともに、必要に応じて取締役会へ上程・報告を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

[出所：名古屋鉄道 統合報告書] 
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 持続可能な社会の実現につながる取り組み推進にあたって、2022年には名鉄グループのサステナビリティを

巡る重要課題（マテリアリティ）を特定した。環境面のマテリアリティ「環境保全への貢献」に関連して、「気候

関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）」提言への賛同を表明している。同提言に基づく情報開示を進め、

気候変動への対応に取り組んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

[出所：名古屋鉄道 統合報告書] 

 こうした中、2050 年のカーボンニュートラル実現に向け、2030 年度の CO2排出量（Scope1+2）を連結会社

全体で 2020年度比 25%削減、名古屋鉄道の鉄軌道事業で 2013年度比 46%削減することを掲げている。

KPI①・②はこの目標に基づいたもので、同社が掲げるマテリアリティに合致している。なお、Scope3についても

2025年度以降の開示を目指して取り組みを進めている。 

 

 

 

[出所：名古屋鉄道 統合報告書] 

 

 名古屋鉄道の路線距離は民鉄 3 位と広範なネットワークを抱え

る。さらにトラック運送を手掛ける子会社グループ、名鉄運輸グ

ループも全国に配送網を持つ有力なプレーヤーである。ほかに

もバス、タクシー、フェリー・高速船など多岐にわたる輸送サービ

スを展開しており、連結売上高（2024年 3月期）の約 5割を交

通事業と運送事業が占める。 

 

 

 

           [出所：名古屋鉄道 統合報告書] 

 交通事業・運送事業は Scope1+2の排出源となる電気・ガソリン・重油などを多く必要とする事業であり、名

鉄グループ、また鉄軌道事業が Scope1+2の削減に取り組む意義は大きい。 
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3. SPTsの設定 

SPTsは野心的であり、必要な情報が開示されている。SPTsの設定は適切である。 

(1) SPTsの概要 

 SPT①は名鉄グループの Scope1および 2の CO2排出量を 2030年度までに 25.0%削減（2020年度比）す

ること、SPT②は鉄軌道事業の Scope1および 2の CO2排出量を 2030年度までに 46.0%削減（2013年度

比）することである。両 SPTの各年度目標は、基準年度と 2030年度目標の線形補間で算出されている。 

SPT① 

名鉄グループ全体 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度 

Scope1+2削減率（%） 10.0 12.5 15.0 17.5 20.0 22.5 25.0 

SPT② 

鉄軌道事業 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度 

Scope1+2削減率（%） 29.8 32.5 35.2 37.9 40.6 43.3 46.0 

  

(2) SPTsの野心性 

ⅰ. 資金調達者自身の長期的なパフォーマンスとの対比 

【SPT①】 

 名鉄グループは交通事業（鉄道・バス・タクシー）のほかにもホテル運営をはじめとする人流依存度の高い事

業を展開しているため、企業活動は 2020 年からの新型コロナウイルスの感染拡大によるマイナス影響を受

けた。SPT①の基準年度は、消費者の行動様式に大きな変容をもたらした 2020 年度である一方、足元の社

会・経済活動は正常化している。 

 グループ全体におけるエネルギー起源の CO2排出量は 2023年度 703,586t-CO2で、基準年度比で 4.1%、

前年度（2022年度）比で 5.6%増加した。使用電力量は各事業における省エネに向けた取り組みの積み上げ

で 2022 年度比 84%まで削減できたものの、使用電力にかかる排出係数の増加が響いた。これまでの実績

推移と 2030 年度目標に向けた線形補間を比較しても厳しい状況が続いている中、今後は事業拡大を企図

した設備投資による増加も想定される。 

■基準年度/実績 

名鉄グループ全体 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 

Scope1+2増減率 基準年度 0.9%増 1.4%減 4.1%増 

[名古屋鉄道] 
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  [出所：名古屋鉄道 統合報告書] 

【SPT②】 

 鉄軌道事業の 2023 年度実績は 175,923t-CO2で、基準年度比で 26.2%減少、前年度（2022 年度）比で

17.3%増加した。これまでの削減ペースは、効率よく電力使用ができる機能を搭載した省エネルギー車両へ

の更新などを通じて、2022年度まで順調に推移していたが、2023年度は排出係数の増加が響いた。 

 今後の排出係数が見通しにくいことに加えて、主要な削減策である省エネ車両の導入率は2023年度に95%

を超え、更新を通じた削減余地は小さくなっている。従来ペースでの削減継続には再エネ由来電力の導入や

省エネ運転の徹底など追加的な取り組みが欠かせない状況にある。 

■基準年度/実績 

鉄軌道事業 2013年度 2021年度 2022年度 2023年度 

Scope1+2増減率 基準年度 28.8%減 37.1%減 26.2%減 

[名古屋鉄道] 

 

 

 

 

 

 

 

   [出所：名古屋鉄道 統合報告書] 
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ⅱ. 同業他社等との対比 

【SPT①】 

 国内の民鉄各社の多くが 2030 年度までの CO2（Scope1+2）削減目標を持つ。基準年度には相違はあるが

2013年度としている企業が多く、削減率は年率にしておおむね 2%台後半となっている（SPT①は年率 2.5%）。

他社目標を各社 2020年度実績（本 SPT基準年度）からみても、SPT①は見劣りしない。 

 業界内で比較した名鉄グループの事業構成の特徴として、運送事業（トラック・フェリー）の規模が大きいこと

が挙げられる。アセットを抱える同事業では省エネ推進にあたって大規模な設備投資を要し、代替となる選択

肢も市場ではまだ普及していない。本 SPTは各社目標に加えて事業構成の相違からみて他社比遜色ない。 

 

【SPT②】 

 日本民営鉄道協会の掲げる 2030年度目標は「大手事業者全体の運転用電力に係る CO2排出量を 2013

年度比で 46%削減」で、本 SPTはこれに沿った設定となっている。 

 鉄道事業の CO2排出量削減計画を開示している有力な民鉄企業は、京王電鉄、相鉄ホールディングス、東

武鉄道と限られる。これら同業他社の削減目標は順に46%、46%、約50%（いずれも2013年度基準の2030

年度目標）となっており、SPT②は他社比でも遜色ない。 

 

ⅲ. 科学的根拠、国・地域・国際目標との対比 

【SPT①】 

 本 SPTは Science Based Targets WB2℃の目標で要求される削減率（年率 2.5%）に沿ったものである。 

 日本の交通・物流（運輸部門）に関する 2030 年度目標は 2013 年度比 35%削減（年率 2.1%）である。

Scope1+2 の大半を交通・運送事業が占め、交通・運送事業以外の事業を手掛けることを加味しても本 SPT

①は国の目標対比で遜色ない。 

 

【SPT②】 

 日本の交通・物流（運輸部門）に関する 2030年度目標（年率 2.1%）と比較し、SPT②（年率 2.7%）は高い水

準に設定されている。 
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(3) SPTsの達成手段 

【推進体制】 

 「名鉄グループ アクション・エコ推進委員会」がグループ環境活動の具体的な方策を立て推進している。実

際の活動にあたっては、具体的な方策を検討し実施するための連絡会議を名古屋鉄道およびグループ各社

でそれぞれ開催している。 

 

 

 

 

 

 

 

[出所：名古屋鉄道 統合報告書] 

 

【SPT①】 

 名鉄運輸グループでは電気小型トラック、名鉄バス・名鉄タクシーグループでは電気自動車（EV）バス、EV タ

クシー・ハイヤーを増やしていく。所有不動産・施設では ZEB・ZEHへの入れ替えや設備更新（照明の LED化

など）を進める。中核事業である鉄軌道事業での取り組みは後述 SPT②で記載の通り。また、省エネルギー

施策にとどまらず、再生可能エネルギー由来電力の導入や遊休地を利用した太陽光発電などによる創エネ

ルギー、代替エネルギー（太陽光、水素、バイオマス燃料など）の導入・活用にも努める。 

 2024 年度からの新たな取り組みがインターナルカーボンプライシング制度の導入である。省エネや再エネの

設備投資を促進することを目的に始めた。今後は目標達成に向けた方針・移行計画を策定のうえ、それに沿

った投資基準や審査プロセスを整備、グループ内で浸透させて、投資活動に生かしていく。 

 

【SPT②】 

 車両自体の省エネルギー化の推進や電気設備の改良を行うほか、乗務員による節電運転の研究や部署ご

との省エネ活動組織（運輸エネルギー部会）での取り組みを通じて、さらなる施策の高度化を図る。足元で成

果が出てきているのが省エネ運転である。急ブレーキや急発進の抑制のほか、適切な空調設定などを各路

線に徹底していく。再エネ由来電力の導入・活用も進めていく。 
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＜SDGsへの貢献＞ 

 本 SLLの取り組みは以下の SDGsに貢献すると考えられる。 

SDGs 目標  

 

7.2 2030 年までに、世界のエネルギーミックスにおける再生可能エネルギーの割合を大幅に拡

大させる。 

 

13.1 全ての国々において、気候関連災害や自然災害に対する強靱性（レジリエンス）及び適応

の能力を強化する。 

 

4. ローンの特性 

調達条件は SPTs の達成状況と連動し、目標達成に向けたインセンティブとして機能する。ローンの特性は適切

である。 

 名古屋鉄道は貸付人である中京銀行と協議のうえ貸出条件を決めている。毎年 11 月末を判定日として貸

付人は最新の統合報告書で開示された SPTs を確認する。目標のいずれかを達成した場合に金利は引き下

げられ、両目標を達成した場合はより大きな引き下げが生じる設計となっている。引き下げられる金利は公表

されないが、目標達成に向けたインセンティブとして機能する。 

 

5. レポーティング 

SPTsの達成状況に関する最新情報を開示（報告）する。レポーティングは適切である。 

 名古屋鉄道は貸付人に年１回、KPI の進捗を報告するとともに、上場企業として統合報告書への掲載等によ

り一般に公表する。 

 

6. 検証 

KPI の SPTs に対するパフォーマンスレベルについて独立した外部機関による検証を受ける。検証は適切である。 

 名古屋鉄道は KPIの結果について毎年度、第三者の検証を受け、貸付人に報告する。検証結果はレポーテ

ィング同様、同社ウェブサイトで開示される。 

        以 上
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